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日
暮
里
・
舎
人
線
は
、
平
成
19
年

度
開
業
に
向
け
、
地
域
住
民
の
期
待

に
応
え
る
べ
く
鋭
意
事
業
が
進
め
ら

れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

　
平
成
16
年
８
月
現
在
の
事
業
進
捗

状
況
は
、
下
部
・
支
柱
全
238
基
が
完
了

あ
る
い
は
工
事
着
手
済
、
桁
工
事
も

総
延
長
９
千
820
ｍ
の
う
ち
、
８
千
472

ｍ
が
完
了
及
び
工
事
中
で
あ
る
。

　
ま
た
、
駅
舎
は
13
駅
の
う
ち
３
駅

の
工
事
の
発
注
が
さ
れ
て
お
り
、
残

り
の
駅
舎
も
平
成
17
年
度
早
期
の
発

注
を
目
指
し
進
め
ら
れ
て
い
る
。

　
さ
ら
に
、
心
臓
部
と
い
え
る
車
両

基
地
整
備
事
業
は
、
本
年
４
月
に
着

工
式
典
が
行
わ
れ
、
整
備
に
向
け
事

業
が
進
捗
し
て
い
る
。
車
両
基
地
は

上
部
を
覆
土
し
た
う
え
で
、
公
園
と

し
て
整
備
す
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。

　
地
域
住
民
は
公
園
整
備
に
つ
い
て
、

車
両
基
地
上
部
の
覆
土
や
園
路
等
の

バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
、
車
両
基
地
北
側

か
ら
公
園
南
部
へ
の
動
線
確
保
、
舎

人
公
園
等
の
緑
豊
か
な
環
境
と
の
整

合
を
図
る
こ
と
等
を
要
望
し
て
い
る
。

　
本
事
業
を
今
後
も
確
実
に
推
進
さ

せ
る
た
め
に
は
、
安
定
的
か
つ
継
続

的
な
日
暮
里
・
舎
人
線
関
連
予
算
の

措
置
が
重
要
で
あ
る
。

　
よ
っ
て
、
足
立
区
議
会
は
東
京
都

に
対
し
、
地
域
住
民
の
期
待
に
適
う

整
備
を
要
望
す
る
と
と
も
に
、
平
成

17
年
度
予
算
に
日
暮
里
・
舎
人
線
の

開
業
に
向
け
て
、
十
分
な
予
算
措
置

等
を
講
じ
、
計
画
ど
お
り
実
現
さ
れ

る
よ
う
強
く
求
め
る
も
の
で
あ
る
。

　
　
　
　
　
　
　
（
10
月
22
日
議
決
）

（
東
京
都
知
事
あ
て
）

　
生
活
保
護
は
、
憲
法
第
25
条
に
基

づ
く
国
の
責
務
と
し
て
、
国
民
に
健

康
で
文
化
的
な
最
低
限
度
の
生
活
を

保
障
す
る
た
め
の
制
度
で
あ
る
。
長

引
く
不
況
の
下
で
、
こ
の
制
度
を
必

要
と
す
る
国
民
が
増
え
続
け
て
い
る
。

　
と
こ
ろ
が
政
府
は
、
生
活
保
護
の

給
付
に
占
め
る
国
庫
負
担
率
を
引
き

下
げ
よ
う
と
し
て
い
る
。
こ
れ
に
対

し
、
全
国
知
事
会
と
全
国
市
長
会
の

会
長
は
、「
国
庫
負
担
割
合
の
引
き

下
げ
は
、
単
な
る
地
方
へ
の
負
担
転

嫁
と
言
わ
ざ
る
を
得
ず
、
到
底
受
け

入
れ
ら
れ
な
い
。
仮
に
国
の
負
担
割

合
の
引
き
下
げ
が
強
行
さ
れ
る
よ
う

な
こ
と
が
あ
れ
ば
、
我
々
と
し
て
は

事
務
を
返
上
す
る
。」
と
抗
議
し
て

い
る
。

　
仮
に
、
国
庫
負
担
率
が
現
行
の
４

分
の
３
か
ら
３
分
の
２
に
な
れ
ば
、

全
国
で
約
１
千
900
億
円
の
負
担
金
が

削
減
さ
れ
、
足
立
区
で
は
約
24
億
円

の
財
政
負
担
を
強
い
ら
れ
る
。
国
庫

負
担
率
の
引
き
下
げ
が
強
行
さ
れ
れ

ば
、
地
方
自
治
体
の
財
政
に
大
き
な

影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
は
明
白
で
あ
る
。

　
生
活
保
護
費
国
庫
負
担
金
は
、
国

民
の
最
低
限
度
の
生
活
を
保
障
す
る

た
め
の
補
助
金
で
あ
り
、
そ
の
見
直

し
に
あ
た
っ
て
は
、
国
の
責
務
の
明

確
化
と
地
方
分
権
改
革
の
本
旨
に

適
っ
た
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
よ
っ
て
、
足
立
区
議
会
は
国
会
及

び
政
府
に
対
し
、
政
府
が
計
画
し
て

い
る
生
活
保
護
の
国
庫
負
担
率
の
引

き
下
げ
を
中
止
す
る
よ
う
強
く
求
め

る
も
の
で
あ
る
。

　
　
　
　
　
　
　
（
10
月
22
日
議
決
）

（
衆･

参
議
院
議
長
、
内
閣
総
理
大
臣
、

財
務
大
臣
、
厚
生
労
働
大
臣
あ
て
）

　
先
の
通
常
国
会
（
第
159
回
国
会
）

で
、
消
費
者
保
護
基
本
法
の
一
部
を

改
正
す
る
法
律
が
成
立
し
た
。
こ
れ

は
消
費
者
保
護
基
本
法
の
制
定
以
来

36
年
ぶ
り
の
大
改
正
で
あ
り
、「
消

費
者
の
権
利
の
尊
重
及
び
自
立
の
支

援
」
を
基
本
理
念
と
し
て
新
た
に
加

え
、
「
消
費
者
基
本
法
」
と
し
て
施

行
さ
れ
た
意
義
は
、
極
め
て
大
き
い
。

　
し
か
し
近
年
、
不
当
請
求
や
架
空

請
求
等
の
ト
ラ
ブ
ル
が
急
増
し
、
消

費
者
生
活
の
安
全
と
安
心
が
脅
か
さ

れ
て
い
る
。
消
費
者
問
題
が
多
様
化
・

複
雑
化
す
る
中
で
、
消
費
者
が
適
切

な
意
思
決
定
を
行
え
る
よ
う
環
境
を

整
備
す
る
必
要
が
あ
る
。
特
に
、
多

発
す
る
消
費
者
被
害
を
防
止
・
救
済

す
る
た
め
、
一
定
の
消
費
者
団
体
に

消
費
者
の
利
益
を
代
表
し
た
訴
訟
提

起
を
認
め
る
制
度
「
消
費
者
団
体
訴

訟
制
度
」
の
導
入
が
不
可
欠
で
あ
る
。

　
す
で
に
、
国
民
生
活
審
議
会
消
費

者
政
策
部
会
で
は
「
消
費
者
団
体
訴

訟
制
度
検
討
委
員
会
」
を
設
置
し
、

制
度
設
計
に
関
わ
る
検
討
に
着
手
し
、

年
内
に
委
員
会
報
告
書
を
ま
と
め
る

べ
く
論
議
を
進
め
て
い
る
。
Ｅ
Ｕ
（
欧

州
連
合
）
加
盟
国
で
は
、
消
費
者
の

権
利
を
守
る
重
要
な
手
段
と
し
て
20

年
以
上
前
か
ら
導
入
さ
れ
、
消
費
者

保
護
や
消
費
者
契
約
の
適
正
化
に
重

要
な
役
割
を
果
た
し
て
い
る
。

　
よ
っ
て
、
足
立
区
議
会
は
国
会
及

び
政
府
に
対
し
、
消
費
者
保
護
制
度

の
更
な
る
拡
充
の
た
め
、
下
記
事
項

の
整
備
を
早
期
に
実
現
す
る
こ
と
を

強
く
求
め
る
も
の
で
あ
る
。

記

１
　
消
費
者
基
本
法
の
理
念
を
踏
ま

え
、
消
費
者
団
体
訴
訟
制
度
の
早

期
導
入
を
図
る
こ
と
。

２
　
国
民
生
活
セ
ン
タ
ー
等
の
機
能

強
化
及
び
電
話
相
談
の
名
称
・
電

話
番
号
の
統
一
化
等
を
推
進
す
る

な
ど
、
消
費
者
施
策
の
拡
充
を
図

る
こ
と
。

３
　
近
年
、
不
当
請
求
、
架
空
請
求

が
社
会
問
題
化
し
て
い
る
現
状
か

ら
、
携
帯
電
話
、
預
貯
金
口
座
の

不
正
利
用
防
止
策
を
講
じ
る
と
と

も
に
、
そ
の
対
応
に
関
係
省
庁
が

一
体
と
な
っ
て
取
り
組
む
こ
と
。

　
　
　
　
　
　
　
（
10
月
22
日
議
決
）

（
衆･

参
議
院
議
長
、
内
閣
総
理
大
臣
、

経
済
・
財
政
政
策
担
当
大
臣
あ
て
）

今
定
例
会
で
可
決
し
た

意
見
書

意
見
書（
要
旨
）

要
旨
）

一般会計

国民健康保険料
177億3,479万5,184円

(25.98%)

国庫支出金
247億375万2,964円

(36.18%)
都支出金

6億5,640万8,133円
(0.96%)
繰入金

137億4,852万2,580円
(20.14%)

その他
114億3,240万2,380円

(16.74%)

議会費
8億8,090万5,689円(0.40%)

総務費
294億5,810万7,617円(13.45%)

民生費
732億6,078万2,696円

(33.44%)

産業経済費
40億6,302万7,281円(1.85%)

環境衛生費
176億5,157万6,042円

(8.06%)
土木費

304億5,573万9,931円
(13.90%)

教育費
299億7,183万1,359円

(13.68%)

公債費
143億4,427万6,993円(6.55%)

諸支出金
190億448万5,594円(8.67%)

特別区交付金
859億279万円
(38.19%)

使用料及び手数料
36億5,712万4,071円

(1.63%)

国庫支出金
392億5,262万7,516円

(17.45%)

その他
415億3,108万3,169円

(18.46%)

都支出金
96億1,413万2,868円

（4.28%）

特別区債 101億2,416万3,000円（4.50%）

【歳出の部】
2,190億9，073万3，202円

(100.00%)

【歳入の部】
2,249億1,468万2,703円
(100.00%)

保険給付費
414億4,610万5,792円

(61.66%)

老人保健拠出金
197億5,114万5,278円

(29.38%)

その他
60億2,634万5,782円

(8.96%)

国民健康保険特別会計
【歳入の部】
682億7,588万1,241円 
(100.00%)

【歳出の部】
672億2,359万6,852円

(100.00%)

介護保険料
41億8,436万7,359円

(17.31%)

国庫支出金
55億4,820万7,656円

(22.96%)

都支出金
28億9,983万3,000円

(12%)
繰入金

41億2,836万7,000円
(17.08%)

その他
74億710万2,999円

(30.65%)

総務費
8億284万6,384円
(3.37%)

保険給付費
227億9,789万9,121円

(95.65%)

その他
2億3,459万7,240円
(0.98%)

介護保険特別会計
【歳入の部】
241億6,787万8,014円
(100.00%)

【歳出の部】
238億3,534万2,745円

(100.00%)

支払基金交付金
302億934万4,000円

(65.35%)

国庫支出金
97億2,022万3,552円
(21.03%)

都支出金
24億5,837万6,436円
(5.32%)
繰入金
27億5,358万円
(5.96%)

その他 10億8,354万2,983円(2.34%)

【歳入の部】
462億2,506万6,971円
(100.00%)

老人保健医療特別会計

医療諸費
449億2,878万1,982円

(97.77%)

【歳出の部】
459億5,182万7,105円

(100.00%)

諸支出金
10億2,304万5,123円
(2.23%)

繰入金
3億2,154万7,594円

(5.56%)

財産収入
54億5,860万7,155円

(94.44%)

用地特別会計
【歳入の部】
57億8,015万4,749円
(100.00%)

公債費
6億3,190万7,772円

(10.93%)

諸支出金
51億4,824万6,977円

(89.07%)

【歳出の部】
57億8,015万4,749円

(100.00%)

特別区税
348億3,276万2,079円

(15.49%)




